
                              令和６年２月 19 日 

仕様書 

 

１．委託件名 

 円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業費補助金に係る効果測定ア

ンケート調査 

 

２．事業概要及び目的 

 円高・エネルギー制約のための先端設備等投資促進事業費補助金（平成２４年度補正予算）

は、日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成２５年１月１１日閣議決定）に基づき、当時

の足元でのエネルギー制約の高まりや円高の状況の中で、最新設備・生産技術等の導入を図

る事業者に対し、融資や出資等の金融支援と組み合わせて、その経費の一部を補助すること

により、産業競争力強化・空洞化防止を図ることを目的として２０００億円の予算を措置さ

れた補助事業であり、本間接補助事業は、平成２８年度までに事業を完了した。 

 令和２年に本補助事業の内容をもとに円高やエネルギー制約を克服するための産業力強

化や空洞化防止について、どのような成果を上げたかについて分析・調査を行った。 

その結果、本補助金事業により、産業力強化や空洞化防止に十分に寄与したのみならず、各

補助事業者の経営及び地域社会に大きな正の影響を与えたことが判明した。 

 本事業完了後約 10 年が経ち、導入した大半の製造装置は法定耐用年数を迎えているが、

その後の補助事業の動向や本事業が設備投資計画に与えたインパクトについて、補助金効

果の長期的な観点から、2 度目の調査を実施する。 

 

３．委託内容 

（１） 定性調査 

補助事業者へのアンケート調査を行い、「補助対象事業の動向」と「補助金導入後の

設備投資計画」に関して調査を行う。 

① 調査項目１：「補助対象事業の動向」 

・補助対象事業の実施状況 

・補助対象事業における全社的な事業への寄与 

・導入した設備の利活用状況（導入当初と現状の変化（改造、廃棄、転用等）） 

・上記の理由 など 

 

② 調査項目２：「補助金導入後の設備投資計画」 

 ・補助金導入後から現在に至るまでの設備投資計画（実施の有無、事業内容等） 

 ・今後の設備投資計画の有無と目的 

 ・今後設備投資を実施する場合の資金調達方法 



・今後の設備投資における外的なリスク要因 

・補助金導入前後の事業やサプライチェーンの状況の比較（操業状況、サプライチ

ェーンの構築状況等、社会経済情勢の変化への対応 等） 

・上記の理由 など 

※アンケート調査では、補助金という枠にとらわれず成長戦略・設備投資計画に 

ついても調査項目とします。 

 

（２） 調査対象 

A 事業・B 事業（以下参照）の補助事業者を対象とする。本事業においては、A事業

と B 事業の差分分析までは求めない。 

 

① A 事業：大幅に資源生産性（※）の改善が見込まれる事業計画を実現するための

先端設備を導入する事業 

対象事業数：691 事業 

※資源生産性＝付加価値額（営業利益＋人件費＋減価償却額）／エネルギー使用 

量（額）又は原材料使用額 

② B 事業：コア部品・素材の生産拡大が見込まれる事業計画を実現するための先端

設備を導入する事業 

対象事業数：178 事業 

 

（３）秘密保持契約について 

提供資料は対外秘情報であるため、一般社団法人低炭素投資促進機構（GIO）との委

託契約において、当該委託契約の履行のために取得した一切の秘密情報を本目的以外の

目的で利用してはならない旨の項目を盛り込むこととする。 

 

４．契約期間 

委託契約締結日から令和６年５月３１日までとする。 

 

５．納入物 

（１）調査報告書電子媒体（ＣＤ―Ｒ） １部 

① 調査報告書（全体版、概要版（ＰＰＴもしくはWord））、を納入すること。 

② 調査報告書（全体版、概要版）は、ＰＤＦ形式以外にも、機械判読可能な形式のフ

ァイルも納入すること（ローデータのＥｘｃｅｌファイルも含めること）。 

③ 調査報告書（概要版）については、全体版を要約したものをパワーポイント形式で

まとめる。 

（２）調査報告書電子媒体（ＣＤ－Ｒ） ２部   



① 調査報告書を一つのＰＤＦファイルに統合したものを納入すること。 

② ＣＤケース及びＣＤラベルは必要な事項を記載し納入すること。 

  ※（ＣＤ－Ｒ）につきましては、電子メールでのファイル送信も可とします。 

 

６．納入場所 

一般社団法人低炭素投資促進機構（GIO） 

（東京都中央区新川一丁目 16番 14 号 アクロス新川ビル・アネックス 2階） 

メールアドレス：en-ene-jimu@teitanso.or.jp 

 

７．第三者代行の禁止 

本委託業務は、原則として第三者に代行させてはならない。ただし、事前に文書によ

り GIO と協議し、承認を得た事項については、第三者に委託して行うことができ

る。 

 

８．支払方法 

受託者への支払は、成果物納入後に委託料を一括で支払うものとする。 

 

９．留意事項 

（１） 受託者は工程表を作成し、契約後速やかに提出すること。 

（２） 業務の遂行状況について随時報告を行うこと。 

（３） 提供資料以外に業務を遂行する上で必要な資料等は受託者において入手すること。

なお、提供した資料等の複製・複写の可否、返却等については、GIO の指示に従

うこと。 

（４） 委託業務期間はもとより、委託業務期間終了後も、当該業務で知り得た機密、個人

情報等の取扱いについて厳守すること。 

（５） 本件の成果物に対する著作権は、GIO に帰属する。 

（６） 成果物の中に第三者が著作権を持つ素材を利用する場合には、それぞれの著作権者

と協議の上利用すること。二次利用についても同様とする。 

（７） この仕様書に記載のない事項について、双方協議の上定めるものとする。 

 

以上 


